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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第21期
第１四半期
連結累計期間

第22期
第１四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 1,127,340 1,189,712 5,559,287

経常利益 (千円) 66,284 70,458 400,449

四半期(当期)純利益 (千円) 40,263 32,841 218,066

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 32,829 20,398 231,303

純資産額 (千円) 2,378,630 2,547,203 2,577,104

総資産額 (千円) 4,863,276 5,103,370 4,983,133

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 2,001.18 1,632.28 10,838.27

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.9 49.9 51.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。　

また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は4,168百万円となり、前連結会計年度末に比べ

156百万円増加いたしました。これは、現金及び預金が114百万円、たな卸資産が11百万円それぞれ減

少いたしましたが、受取手形・完成工事未収入金が296百万円増加したことなどによります。　　　　　　
　

　　　（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は934百万円となり、前連結会計年度末に比べ36百

万円減少いたしました。これは、投資有価証券が24百万円減少したことなどによります。　　　　　
　

　　　（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は1,601百万円となり、前連結会計年度末に比べ65

百万円増加いたしました。これは、１年内返済予定の長期借入金が61百万円、１年内償還予定の社債

が16百万円、未払法人税等が92百万円それぞれ減少いたしましたが、支払手形・工事未払金が101百

万円、短期借入金が125百万円それぞれ増加したことなどによります。
　

　　　（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は954百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百

万円増加いたしました。これは、社債が40百万円減少いたしましたが、長期借入金が124百万円増加し

たことによります。
　

　　　（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は2,547百万円となり、前連結会計年度末に比べ

29百万円減少いたしました。これは、四半期純利益32百万円の計上、配当金の支払額50百万円などに

よります。
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（2）経営成績の分析

 （売上高）

セグメントの名称

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)
前年同期比
(％)

戸建分譲
住宅事業

建売住宅事業 810,419 71.9 703,440 59.1 △13.2

請負住宅事業 291,400 25.8 469,440 39.5 ＋61.1

小計 1,101,820 97.71,172,880 98.6 ＋6.4

不動産仲介事業 25,519 2.3 16,831 1.4 △34.0

合計 1,127,340100.01,189,712100.0 ＋5.5

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興に伴い緩やかな景気回復

の傾向が見られたものの、引き続き欧州の債務問題や円高の長期化、電力供給に対する懸念など、先行き

の不透明感が続く状況で推移いたしました。 

　当社グループが属する不動産業界におきましては、震災発生後の設備調達等の混乱は解消され、前期か

ら続く低金利の住宅ローン等の後押しもあり、エンドユーザーの購買意欲の改善がみられ、比較的堅調に

推移しております。

その結果、戸建分譲住宅事業の売上高は1,172百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較し71百

万円（前年同期比6.4％）の増収となりました。

また、不動産仲介事業の売上高は16百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較し８百万円（前年

同期比34.0％）の減収となりました。　
　

 （売上総利益）

当第１四半期連結累計期間の売上総利益は182百万円（戸建分譲住宅事業が165百万円、不動産

仲介事業が16百万円）となり、前第１四半期連結累計期間と比較し２百万円（前年同期比1.3％）

の減益となりました。　 
　

 （営業利益）

当第１四半期連結累計期間の営業利益は71百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較し

１百万円（前年同期比2.6％）の増益となりました。
　

 （経常利益）

当第１四半期連結累計期間の経常利益は70百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比較し

４百万円（前年同期比6.3％）の増益となりました。
　

 （四半期純利益）

当第１四半期連結累計期間の四半期純利益は特別損失に投資有価証券評価損11百万円及び投資

有価証券償還損３百万円を計上したことにより32百万円となり、前第１四半期連結累計期間と比

較し７百万円（前年同期比18.4％）の減益となりました。
　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000

計 70,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,120 20,120
大阪証券取引所　
（市場第二部）

（注）

計 20,120 20,120 ― ―

(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株制度は採用しておりません。 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 20,120 ― 578,800 ― 317,760
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　20,120 20,120
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける基準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 20,120 ― ―

総株主の議決権 ― 20,120 ―

(注)  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載　す

ることができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づき、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,547,471 1,433,002

受取手形・完成工事未収入金 191,610 488,365

販売用不動産 1,107,868 1,004,911

仕掛販売用不動産 898,649 1,072,143

未成工事支出金 206,018 123,525

その他 68,410 56,517

貸倒引当金 △7,683 △9,673

流動資産合計 4,012,346 4,168,793

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 170,749 165,440

土地 482,922 482,922

その他（純額） 6,760 6,190

有形固定資産合計 660,432 654,553

無形固定資産

のれん 10,175 9,979

電話加入権 127 127

無形固定資産合計 10,302 10,107

投資その他の資産

投資有価証券 248,212 224,138

その他 55,932 49,741

貸倒引当金 △4,093 △3,962

投資その他の資産合計 300,052 269,916

固定資産合計 970,787 934,577

資産合計 4,983,133 5,103,370

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※2
 404,441

※2
 505,719

短期借入金 314,000 439,200

1年内返済予定の長期借入金 405,101 343,664

1年内償還予定の社債 221,600 205,000

未払法人税等 113,361 20,950

賞与引当金 6,921 10,434

完成工事補償引当金 2,784 2,845

その他 67,652 73,848

流動負債合計 1,535,862 1,601,663

固定負債

社債 358,000 318,000

長期借入金 512,167 636,504

固定負債合計 870,167 954,504

負債合計 2,406,029 2,556,167
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 578,800 578,800

資本剰余金 317,760 317,760

利益剰余金 1,720,800 1,703,342

株主資本合計 2,617,360 2,599,902

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △40,256 △52,698

その他の包括利益累計額合計 △40,256 △52,698

純資産合計 2,577,104 2,547,203

負債純資産合計 4,983,133 5,103,370
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,127,340 1,189,712

売上原価 942,600 1,007,396

売上総利益 184,739 182,315

販売費及び一般管理費

役員報酬 12,258 14,688

給料及び手当 23,250 25,113

賞与引当金繰入額 2,058 1,536

法定福利費 4,564 5,897

販売手数料 14,966 10,942

広告宣伝費 11,663 12,395

租税公課 9,000 12,261

支払手数料 19,629 12,477

減価償却費 5,117 4,714

のれん償却額 195 195

その他 12,189 10,461

販売費及び一般管理費合計 114,895 110,683

営業利益 69,844 71,632

営業外収益

受取利息 127 124

受取配当金 4,092 4,630

受取賃貸料 4,258 4,258

雑収入 1,415 298

営業外収益合計 9,894 9,311

営業外費用

支払利息 10,098 7,226

支払保証料 1,596 1,405

雑支出 1,759 1,852

営業外費用合計 13,454 10,485

経常利益 66,284 70,458

特別損失

投資有価証券評価損 － 11,287

投資有価証券償還損 － 3,163

特別損失合計 － 14,450

税金等調整前四半期純利益 66,284 56,008

法人税、住民税及び事業税 21,657 20,275

法人税等調整額 4,363 2,891

法人税等合計 26,020 23,166

少数株主損益調整前四半期純利益 40,263 32,841

少数株主利益 － －

四半期純利益 40,263 32,841
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 40,263 32,841

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7,434 △12,442

その他の包括利益合計 △7,434 △12,442

四半期包括利益 32,829 20,398

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 32,829 20,398

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

  この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１  手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 292,901千円 182,987千円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

支払手形 22,653千円 7,326千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 6,299千円 5,878千円

のれんの償却額 195千円 195千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 50,300 2,500平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 50,300 2,500平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　
仲介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 810,419291,4001,101,82025,5191,127,340― 1,127,340

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 63,29563,2957,53670,832△70,832 ―

計 810,419354,6961,165,11633,0561,198,172△70,8321,127,340

セグメント利益 105,13053,901159,03233,056192,088△7,349184,739

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　
仲介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 703,440469,4401,172,88016,8311,189,712― 1,189,712

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 276 276 7,938 8,214△8,214 ―

計 703,440469,7161,173,15624,7701,197,926△8,2141,189,712

セグメント利益 105,07860,121165,19924,770189,970△7,654182,315

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益 2,001円18銭 1,632円28銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(千円) 40,263 32,841

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 40,263 32,841

普通株式の期中平均株式数(株) 20,120 20,120

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年８月10日

株式会社誠建設工業

取締役会　御中

　

  新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　荒 井 憲 一 郎　　 　　　印

業務執行社員 　

　

　指定有限責任社員 　
公認会計士　　豊　原　弘　行　　 　　　印

　業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社誠建設工業の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社の平成24
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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